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論 文
  はじめに
古代中国では､ 『論語 (孔子)』 に謳われてい
るように ｢寡 (すくな) きを患 (わずら) えず､















め､ 国 (中央政府) の財政力が相対的に弱体化した｡ そこで､ 税収を中央へ集中し､ 国が再
度コントロールし直すという意図で､ 中央と地方の税収を項目別に分ける ｢分税制｣ という
財政制度が1994年１月に導入された｡
しかし､ 分税制の下で､ 各級政府間における税源配分と事務分担がはっきりと定められて




本稿は､ 分税制という財政制度と､ 新中国成立以来､ 上下級政府の間で機能してきた独特
な政治・行政上の慣行である ｢圧力型体制｣ の二重束縛下の農村財政の現状を考察する｡ 結
論として､ 分税制の持つ欠陥は､ 単なる財政制度の不備を飛び越えて､ 圧力型体制の存在､
さらに言うならば､ 地方自治制度や立憲民主主義の不在によってもたらされたものである｡
究極的には､ 共産党による一党独裁の政治体制の産物とさえ言える｡
外) みな平等に貧しかった (悪平等) ので不満
はそれほどなかった｡ ところが1978年末に改革
開放路線に転じて以来､ 毛時代の悪平等からの































































































統支制１)｣ から､ ｢地方財政請負制｣ へ転換し

















１. 分税制導入の背景と目的  1994年の ｢分税制｣ 改革以前の税財政制度  計画経済時代には､ 基本的に集権的な
｢中央統収・統支制｣
























財政部 (財務省) が各省 (省と同格の自治区､
直轄市を含む｡ 以下同) や大連､ 寧波､ 深 な
どの計画単列市 (政令指定都市に相当) との個

















































下した (図１)｡  第三期の改革 (1988～93年)
そこで､ 88年から新しい請負方法が導入され













































































第１は､ ｢分権｣ であり､ 中央と地方の間に
事務の権限と財政支出の範囲を区分する｡
第２は､ ｢分税｣ であり､ 中央と地方それぞ
れの税収の範囲を区分する｡ 具体的には､ 各税










第５に､ 国税と地方税の ｢分離管理｣ 体制を
整える｡ そのために､ 国税と地方税の徴収組織
をそれぞれ設置する (共有税は国税機関が一旦
徴収し､ その後地方政府分を返還)｡  分税制の運用の現状  中央と地方の役割分担
事務権限配分について､ 概念的には､ 中央政



















また､ 本来ならば､ ｢地方税｣ というからに




















税 (31 8％)､ 増値税 (19 3％) および企業所






























































いた｡ これは､ 日本で言えば ｢地方交付税交付






り､ ｢財力性移転交付｣ という場合､ 08年現在
の制度を指す｡

























































まとめられ､ 通称は ｢三奨一補移転交付｣ であ












































環境保護､ 医療衛生､ 教育であり､ それぞれ移































移 転 支 出 の 分 類 1995年 2008年


























375 ( 14 8％)                9962 39 (43 3％)2399 31 (10 4％)1513 13 ( 6 6％)974 09 ( 4 2％)780 02 ( 3 4％)692 72 ( 3 0％)
註 １) 義務教育移転交付 (農村義務教育化債務補助を含む) は義務教育に特化した交付金である｡




(出所) 中国財政部公開資料 (｢2008年全国財政収支決算情況｣ 2009 07 07) などより作成｡
％) の税収返還類が計18 6％､ 政策メニューご
との奨励的補助金に近い専項転移支付が43 3％
と､ 両者合わせて全体の６割強 (61 9％) を占
めている｡ 他方､ 地域間の財政力格差の是正や､
公共サービスの財源確保の面で効果が高いとさ














































































































































が採られることになった｡｣ (津上2004､   19､   版) という｡
ただ､ 津上は ｢一部税目の税収を共同享有す
る､ 中央からの税収返還を各級政府に戻さずに










陥っていく｡｣､ と ｢上強下弱型｣ の財源配分慣
行を指摘している｡  各級政府間での役割分担の現状
改革開放以降､ 地方への権限委譲に伴い､ 前








主要なものは中等以下教育 (就学前､ 初等､ 中
等)､ 保健医療､ 各々のレベルの行政管理､ 社
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事 務 内 容 中央レベル 省レベル 市レベル 県レベル 郷鎮レベル 説 明
国防､ 外交 ◎ 中央政府が負担
高等教育科学研究 ○ ◎ ○
中央直属大学を除き､
主に省レベルが負担
後期中等教育 ○ ◎(都市部) ◎(農村部) 主に市・県レベル負担
義務教育 ○(計画) ○(管理) ◎(都市部) ◎(農村部) ○ 主に市・県レベル負担
文化事業 ○ ○ ◎(都市部) ◎(農村部) ○ 主に市・県レベル負担
行政管理 ○ ○ ○ ○ ○ 各レベル共同で負担
電気､ 上下水､
道路等インフラ整備
◎(都市部) ◎(農村部) ○ 主に市・県レベル負担
保健医療社会保障 ○ ○ ◎(都市部) ◎(農村部) ○ 主に市・県レベル負担
計画生育 ◎(都市部) ◎(農村部) ○ 主に市・県レベル負担
環境保護 ○ ○ ○ ○ ○ 各レベル共同で負担
農林水関連 ○ ○ ○ 主に市以下レベル負担
警察検察司法裁判関連 ○ ○ ○
主に省レベル､ 市レベル
及び県レベルが負担
社会保障関連 ○ ○ ◎(都市部) ◎(農村部) 主に市・県レベル負担















































的な資金供給 (信用割り当て) が､ 1990年代後
半以降の金融システム改革により急速に縮小し
ていったとの指摘 (梶谷2005､   12) もある｡
しかし､ 原因如何はともかく､ 結果として､ 今
では､ 政治的には ｢一つの中国｣ が維持されて































































大省・河南省の北部農村では､ 中央､ 省､ 市､
県､ 郷鎮の５級政府間の財政関係をもじった以
下の戯れ歌が流行っていたほどである｡































































本的に省レベル､ 地区 (市) レベル､ 県レベル､
郷鎮レベルという４層５)のピラミッド構造となっ































弁事処｣ 含まず) 団体あり､ 一郷鎮あたりの平
均人口は約2 1万人である｡ 行政村は約60 1万
あり､ 一村当たりの平均人口は約1200人である｡






国際化協会 (2000) では､ 県と郷鎮の関係につ
いて次のように指摘している｡
｢(前略) 県は､ 農業を基幹産業とする中国に















































会組織法の第４条では､ ｢郷､ 民族郷､ 鎮の人
民政府は村民委員会の活動を指導､ 支持及び援
助する｡ (中略) また村民委員会は､ 郷､ 民族
郷､ 鎮の人民政府の活動に協力しなければなら
ない｡｣ と抽象的に規定してある｡
































体制｣ とは､ いったい､ 何だろうか｡  圧力型体制とは何か
栄敬本らによれば､ ｢圧力型体制｣ とは､ 特
定の政治・行政組織 (例えば､ 県､ 郷鎮) が上





























スト｣ (一手高指標､ 一手烏紗帽) に典型的に
象徴されるように､ 仕官運動上は非常に重要で
ある｡ 己の栄辱や立身出世とも密接に結びつく





































































































































































































































教育全般 (高等､ 中等､ 初等含む)､ 社会保















５) ただ､ 上海､ 北京､ 天津､ 重慶の４中央直
轄市 (省と同格) では市レベル､ 市轄区・県
レベル､ 郷鎮レベルの３層となっている｡ また､



















造と変化 財政難の観点から ｣ 九州大
学大学院経済学会編 『経済論究』 第120号
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